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国・地域名 贈与契約締結日 案件名 分 野 贈与契約締結額
東アジア地域
インドネシア

2016年 3月 4日
主婦の能力強化を通した地域の生活改善と生計向上支援事
業（第2年次）

農林業 35,655,400

2016年 3月 2日
マルチセクター間の連携促進による防災・災害対応能力強
化および中央・地方間の防災ネットワーク構築事業

防災 43,674,969

2015年 9月30日
中部ジャワ州3県での公立職業訓練センターの能力強化を
通じた若年女性の就業支援事業

教育・人づくり 45,271,600

2015年 8月27日
スラカルタ市の障害者支援団体に対する障害児用中古車椅
子供与による福祉政策向上への支援

医療・保健 2,753,220

カンボジア
2016年 3月 4日

２州における農業協同組合の有機農産物販売強化を通じた
貧困削減事業

農林業 37,285,930

2016年 3月 1日
CMACに対する不発弾処理に係わる能力構築支援事業（第2
年次）

地雷 59,215,420

2016年 3月 1日 コンポンチュナン州農村開発事業（第3年次） 農林業 25,048,870

2015年12月25日
カンボジアの農村地域における地域学習センター普及事業
（第３年次）

教育・人づくり 22,037,290

2015年10月 8日
CMACに対する地雷除去に係わる能力構築支援事業（第２
期）

地雷 88,164,890

タイ
2016年 3月11日

タイ・ミャンマー国境の難民キャンプにおけるコミュニ
ティ図書館を通じたノンフォーマル教育支援事業 教育・人づくり 30,923,142

2015年 7月29日 チェンマイ県青少年へのHIV/AIDS予防教育事業（第三期） 医療・保健 15,509,997
東ティモール 2016年 3月 4日 東ティモール自動車検査員養成事業 教育・人づくり 30,396,630

2016年 2月 3日 エルメラ県アッサベ郡農村地域の生業向上事業 農林業 24,224,090
2015年12月21日 初等教育課程における学校保健促進プロジェクト 医療・保健 25,940,420
2015年10月 1日 山間部農村の水利改善事業 水 45,510,630

フィリピン 2016年 3月11日 官民連携促進による防災能力強化事業 防災 44,629,773
2016年 2月26日 災害に強い、森に守られた地域社会づくりプロジェクト 農林業 47,830,200

2016年 2月26日
ミンダナオ島ブキドノン先住民地域における教育課題解決
能力強化事業

教育・人づくり 35,037,200

2016年 2月26日
ミンダナオ島バンサモロにおける平和教育実施能力及び紛
争調停能力強化事業（フェーズ2）

平和構築 56,623,490

2015年12月15日
ルソン北部における零細稲作農民の営農改善を通じた農業
収入向上事業

農林業 25,414,400

ベトナム
2016年 3月 4日

女性健康センター設立と助産師能力向上プロジェクト（第
2年次）

医療・保健 36,517,800

2016年 3月 3日
ドンナイ省、ラムドン省小学校のインクルージョン教育研
修システムの構築事業（第3年次）

教育・人づくり 10,893,410

2015年 6月15日
南部メコンデルタ中核拠点病院施設の拡張、医師・看護師
の技術向上

医療・保健 39,455,680

ミャンマー
2016年 3月 4日

農村開発の為の人材育成拠点の整備並びにマグウェ地域生
計向上プロジェクト（第3年次）

農林業 33,126,023

2016年 2月24日
シャン州ラショー地区における水と衛生・保健改善プロ
ジェクト

医療・保健 40,024,260

図表 22 2015年度地域・国別 日本NGO連携無償資金協力
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国・地域名 贈与契約締結日 案件名 分 野 贈与契約締結額
ミャンマー

2016年 2月19日
マグウェ地域パウッ地区南部における地域保健プロジェク
ト（フェーズ2）

医療・保健 46,005,125

2015年12月15日
ミャンマーの農村部における住民グループを対象とした未
舗装道路整備能力強化事業

通信・運輸 35,628,792

2015年12月11日 カレン州パアン市における職業訓練学校運営事業 教育・人づくり 49,174,358

2015年 8月28日
南部デルタ地帯における情報伝達システムを活用した住民
の生活環境改善及び防災支援事業

その他 27,382,294

2015年 8月17日
シャン州山岳少数民族地域における農業環境及び水環境整
備による生活改善事業

水 80,145,514

2015年 7月24日
ヤンゴン及びバゴー地域における読書推進・図書館改善事
業（第2年次）

教育・人づくり 25,331,157

モンゴル
2016年 3月 3日

新入生の「学びの基礎力」育成に向けた学校体制強化プロ
ジェクト（第2年次）

教育・人づくり 49,065,830

ラオス 2016年 3月 3日 森林保全と農業農村開発活動による食料確保プロジェクト 農林業 11,887,590

2015年11月 9日
ラオス不発弾処理機関に対する不発弾処理技術移譲及び不
発弾訓練センター建替え事業（第2次）

地雷 91,872,550

2015年11月 2日 ラオスの山岳地域における母子保健サービス強化事業 医療・保健 32,813,110

2015年 9月25日 ラオス・フアパン県における障害者の働く場づくり 教育・人づくり 23,427,580

2015年 8月25日
郡病院・保健センターの小児医療保健スタッフ育成および
住民による小児医療保健サービス利用促進プロジェクト
（第3期）

医療・保健 11,259,380

2015年 8月17日
カムアン県及びサワンナケート県における看護師・看護学
校学生及び当該保健局職員に対する歯科口腔保健サービス
の構築

医療・保健 28,486,920

2015年 7月29日
ラオスにおける持続可能な障害者技能指導員養成と企業に
よるサポートの促進（第2期）

教育・人づくり 20,993,280

南アジア地域
インド 2016年 2月29日 有機農業推進の基盤整備事業 農林業 15,394,212

2015年12月18日 ラジャスタン州における乳幼児の総合的栄養改善事業 医療・保健 53,954,464

2015年10月13日 バラナシ市における参加型コミュニティ防災推進支援事業 防災 26,853,407

スリランカ
2016年 2月26日

ムライティブ県およびキリノッチ県における帰還民生計回
復・コミュニティ強化支援事業（第3期）

農林業 61,241,713

2016年 2月26日 トリンコマレ県 農民組合による市場アクセス向上支援事業 農林業 43,755,318

2016年 2月12日 コミュニティにおける防災能力強化事業 防災 39,998,187

2016年 2月12日
マルチアクターによる防災プラットフォームの構築ならび
にその持続的な運営のための能力強化事業

防災 36,248,329

2015年10月 1日
ムライティブ県コミュニティ再建及び帰還漁民の生計向上
事業（第３年次）

その他 33,058,326

ネパール
2016年 3月 1日

震災弱者の回復と地域復興のためのチャングナラヤン村
ラーニングセンター改修

防災 27,949,130

2016年 2月24日 カルパチョウク行政村における生活改善事業 その他 30,202,700

2015年12月 9日 ネパール災害専門家教育プログラム 教育・人づくり 9,263,430

2015年12月 9日 カブレ郡3行政村における震災後住居再建支援事業 その他 33,736,340

パキスタン
2016年 2月29日

連邦直轄部族地域ハイバル管区における家畜を通した帰還
民の経済再活性・強化支援事業

農林業 41,282,026

2015年11月30日
ハイバル・パフトゥンハー州ハリプール郡における公立女
子小学校の学習・衛生環境改善事業

その他 46,180,805

2015年11月30日 教育環境整備・向上を通じた学校教育強化事業 教育・人づくり 96,403,318

2015年11月18日
パキスタンにおける中古電動車いす提供を通じた重度障害
者の自立支援事業

通信・運輸 5,395,742

（単位：円）
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国・地域名 贈与契約締結日 案件名 分 野 贈与契約締結額
バングラデ
シュ

2016年 3月10日
シレット県ゴワインガット郡 コミュニティと取り組む
水・衛生環境改善事業

水 60,128,151

2016年 2月 3日
バングラデシュ国スンダルバンスの沿岸流域保全を通じた
零細蜂蜜収集人の生計向上プロジェクト

農林業 20,368,220

2016年 2月 1日 クルナ管区の非感染性疾患に対するコミュニティ強化事業 医療・保健 34,322,209
2016年 1月18日 非正規企業で働く青少年の生活改善事業 教育・人づくり 39,143,043

2015年11月10日
バングラデシュ北西部に住む先住民の子どもたちへの文化
教育支援

教育・人づくり 10,313,703

サブサハラ・アフリカ地域
ウガンダ

2016年 2月15日
ウガンダ西部における災害弱者のための災害・気候変動対
応能力向上事業（2年次）

防災 50,006,440

エチオピア 2016年 3月10日 アムハラ州妊産婦・新生児の健康改善事業 医療・保健 74,282,437
2015年12月 7日 ツァイテ水供給と保健衛生改善事業 水 66,188,324

2015年 6月25日
デシエ市のチェシャ財団障害児支援センターに対する障害
児用中古車椅子供与計画

医療・保健 3,681,010

ガーナ
2016年 2月16日

北部州イースト・マンプルーシー郡２歳未満児の栄養改善事
業

その他 28,984,010

ケニア
2016年 3月 4日

マシンガ準郡子どもの健康と安全を保障する学校地域社会
の改善事業（第2年次）

医療・保健 34,451,230

2016年 3月 1日
ナイロビ市キアンビウ・スラムにおける女性と若者のため
のコミュニティ平和構築事業（第2年次）

平和構築 55,205,480

2015年12月 2日 ダダーブ難民キャンプにおける仮設住宅建設事業 ３期 平和構築 91,179,220

2015年11月11日
屎尿分離型環境衛生式トイレによる衛生改善と持続可能な
農業の確立及び収入創出を基にした総合的村落開発（第2期）

農林業 47,374,360

2015年11月 5日
若者グループに対する持続的な雇用創出と自立支援に向け
た「土のう」による道路補修事業（第2フェーズ）

通信・運輸 32,477,610

コートジボ
ワール

2016年 3月 7日
アニェビ州の農村社会経済基盤開発のための生計技術習得
事業（第2期）

農林業 38,941,459

ザンビア
2016年 2月11日

カフエ郡チサンカーネ地域における母子保健サービス強化
事業

医療・保健 56,972,960

2015年12月 1日
ザンビア共和国妊産婦・新生児保健ワンストップサービス
プロジェクト（第2年次）

医療・保健 49,621,660

2015年12月 1日
ザンビア国チョングウェ郡におけるコミュニティ参加によ
る包括的な結核及びHIV対策強化プロジェクト

医療・保健 41,328,210

スーダン 2015年12月24日 カッサラ州における水衛生環境改善事業 水 47,445,109

2015年11月 4日
南コルドファン州の国内避難民居住区における女性と子ど
もの生活環境改善

その他 26,794,186

ブルキナファ
ソ

2016年 2月 4日
農民組織の持続的な活性化に向けた「土のう工法」を用いた
農道改築事業（第2フェーズ）

通信・運輸 29,259,720

マラウイ
2016年 3月 1日

ムジンバ県における農民自立強化・生計向上プロジェクト
（第3年次）

教育・人づくり 48,458,778

マリ 2016年 3月 3日 クリコロ地域初等教育向上事業（第2年次） 教育・人づくり 33,237,721
南アフリカ

2016年 1月28日
ウムズンベ自治区の学生の経済・社会参加に向けた学力向
上と基礎技能習得

教育・人づくり 4,886,064

2016年 1月27日
リンポポ州ベンベ郡マカド地区における貧困下に暮らす青
少年育成事業

教育・人づくり 20,856,170

モーリタニア
2016年 3月 4日

既設無線連絡網の保守・点検に関わる技術研修会と無線連
絡網補強事業

通信・運輸 11,901,842

ルワンダ
2015年 8月13日

高度な洋裁技術習得によるライフ・エンパワーメント・プロ
ジェクト（第3年次）

教育・人づくり 26,391,889

中南米地域
ハイチ

2016年 3月 1日
ハイチ 南東県・西県における水衛生環境改善事業（第3年
次）

水 49,693,490

（単位：円）
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国・地域名 贈与契約締結日 案件名 分 野 贈与契約締結額
ホンジュラス

2016年 2月12日
首都テグシガルパ市南東部における青少年育成を通じた住
みやすいコミュニティづくり支援事業

教育・人づくり 25,660,580

2016年 2月12日
ダンリ市山間部における思春期リプロダクティブヘルス推
進プロジェクト（フェーズ2）

医療・保健 24,317,040

中東・北アフリカ地域
アフガニスタン 2016年 2月29日 アフガニスタン市民社会の能力強化および定着事業 教育・人づくり 57,619,929

2016年 2月 9日
東部ナンガルハル県における医療と住民主体の地域保健
（第3期）

医療・保健 49,572,499

イラク
2016年 1月29日

イラク中部・北部の小中学校を対象とした国内避難民に起
因する学校修復事業（フェーズ2）

教育・人づくり 86,442,756

2016年 1月21日
クルド自治区エルビル県に於ける国内避難民に対する医療
支援事業

医療・保健 45,103,188

2015年10月29日 国内避難民受入地域の小・中・高等学校改築事業 教育・人づくり 68,219,476
パレスチナ
自治区

2016年 3月 3日 パレスチナの初等教育の質向上事業 教育・人づくり 53,071,990

2016年 2月24日
ガザ地区における聴力障がい児童及び危険地帯居住児童に
対する心理社会的ケア事業（第3年次）

医療・保健 29,500,458

2015年12月24日
エルサレム県における青少年のレジリエンスと地域保健の
向上事業

医療・保健 22,585,583

ヨルダン 2016年 2月 3日 ヨルダンにおけるシリア難民負傷者・障害者支援事業 医療・保健 19,302,091
大洋州地域
パラオ 2016年 3月 3日 パラオ共和国海域における不発弾（ERW）処理事業 地雷・不発弾処理 90,388,100
中央アジア・コーカサス地域
タジキスタン

2016年 2月25日
ドゥシャンベ市における障がい児のためのインクルーシブ
教育推進事業（フェーズ3）

教育・人づくり 37,624,070

計34か国・1地域 ／ 97件 ／ 56団体 3,778,858,126

（単位：円）
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国・地域名 採択年度・回 事業形態 案件名 分 野 事業提案額
東アジア地域
インドネシア

2015年度第1回 パートナー型
南東スラウェシ州ワカトビ県における地域に根
差した環境保全型観光開発の推進

観光一般 49,891

2015年度第2回 パートナー型
北スマトラ州デリ川流域の環境教育強化と技術
指導による水環境改善事業

環境問題 49,157

2015年度 支援型
ニアス島のモデル校における伝統舞踊「Maena」
を活用した防災教育事業

その他 9,964

2015年度 支援型 女性が担う地域減災力向上 その他 8,090

2015年度 地域活性化特別枠 ソロク市における浄水技術改善事業 上水道 55,586

2015年度 地域活性化特別枠 ボゴール市における一般廃棄物処理改善事業 都市衛生 57,879

2015年度 地域活性化特別枠
典型的な熱帯泥炭地ブンカリス地区における水
道水質の改善～宇部方式の支援による環境基本
計画に基づいて～

上水道 26,783

2015年度 地域活性化特別枠
バンダ・アチェ市と東松島市による相互復興：地
域防災のためのコミュニティ経済活性化モデル
構築事業

その他 59,991

2015年度 地域活性化特別枠
南スラウェシ州バンタエン県における自動車整
備士指導者養成プロジェクト

職業訓練 60,000

マレーシア
2015年度 地域活性化特別枠

マレーシア・セベランプライ市における歴史・自
然を活かしたまちづくりプロジェクト～「横浜
の都市デザイン」新興国へのノウハウ移転～

開発計画一般 54,364

2015年度 地域活性化特別枠
低炭素社会実現に向けた人・コミュニティづく
りプロジェクト

人的資源一般 59,880

カンボジア 2015年度第2回 パートナー型 カンボジア王国における芸術・情操教育支援事業 教育 79,901

2015年度第2回 パートナー型
カンボジア地雷埋設地域の脆弱な障害者家族へ
の生計向上支援事業

その他 74,244

2015年度第2回 パートナー型
カンボジア王国 中学校体育科教育指導書作成
支援・普及プロジェクト

体育 49,987

2015年度 支援型
国立クメールソビエト病院における母体救命の
指導医の育成

保健・医療 10,000

2015年度 支援型 中学校教員指導能力向上プロジェクト 教育 10,000

2015年度 支援型
沖縄・カンボジア 博物館から発信する平和教
育普及プロジェクト

文化 9,998

2015年度 地域活性化特別枠
カンボジア王国バッタンバン州の公立幼稚園に
おける幼児教育・保育の質の改善事業

社会福祉 59,787

フィリピン
2015年度第1回 パートナー型

児童養護施設の養育体制強化を通じたこども達
の成長と自立を促進するプロジェクト

社会福祉 67,616

2015年度 支援型
ベンゲット州トゥブライ郡コーヒー栽培農家の
コーヒー品質向上のための組織強化プロジェクト

その他 10,000

2015年度 支援型
マニラ首都圏低所得者層地域における生活の質
改善を目指した糖尿病予防プロジェクト

保健・医療 10,000

2015年度 支援型
台風ヨランダからの集落復興と持続のための防
災コミュニティ育成支援事業

災害援助 9,708

2015年度 地域活性化特別枠 埼玉・セブものづくり人材育成事業（第2期） 職業訓練 59,939

2015年度 地域活性化特別枠
フィリピン・ミンダナオのバンサモロ自治政府
人材育成強化事業～平和構築支援を通じたグ
ローバル・ヒロシマの形成～

人的資源一般 59,952

2015年度 地域活性化特別枠
奧松島の技術を活かした台風ヨランダ被災漁村
に於ける水産養殖と加工品開発

水産 23,800

ベトナム
2015年度第1回 パートナー型

ハノイ地区における従業員満足度・職場環境改
善プロジェクト

社会基盤一般 49,981

図表 23 2015年度地域・国別 JICA草の根技術協力事業

（単位：千円）
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国・地域名 採択年度・回 事業形態 案件名 分 野 事業提案額
ベトナム

2015年度第1回 パートナー型
ベトナム国ナムザン郡少数民族地域における住
民主体による地域活性化のための人材育成事業

観光一般 58,625

2015年度 支援型
ラムドン省ドゥクチョン郡における先進農業技
術導入のための人材育成事業

農業一般 10,000

2015年度 支援型
工業基盤に必要な実践的技術の向上を目的とす
る人材育成

工業一般 9,998

2015年度 支援型 高齢化対策としての介護予防事業の支援 保健・医療 10,000

2015年度 支援型
アンザン省における高度農業技術移転に基づく栽
培作物の多様化を通じた土壌条件の改善並びに農
民所得向上支援のためのパイロットプロジェクト

農業一般 9,998

2015年度 支援型 ホーチミン市における介護技術普及事業 社会福祉 9,987

2015年度 地域活性化特別枠
中山間地域における農業活性化による農家生計
向上プロジェクト

農業一般 42,961

2015年度 地域活性化特別枠
地域・産品・観光の連携で拓く販売チャンネルの
拡大～安全野菜栽培の拡大と伝統工芸品の振
興～

その他 49,863

2015年度 地域活性化特別枠
ハノイにおける無収水削減技術研修・能力向上
プロジェクト

上水道 47,476

2015年度 地域活性化特別枠
ホイアン市「エコシティ」実現支援プロジェクト

環境問題 59,960

2015年度 地域活性化特別枠
香川らしい国際協力プロジェクト「ハイフォン
市における生活習慣病対策のモデル事業構築プ
ログラム」

保健・医療 44,013

タイ
2015年度 地域活性化特別枠

官民一体となったタイ王国への下水道技術の支
援

下水道 48,400

2015年度 地域活性化特別枠
タイにおける知的障がい児支援人材育成プロ
ジェクト

その他福祉 54,760

2015年度 地域活性化特別枠
タイ、チョンブリ県における町ぐるみ高齢者ケ
ア・包括プロジェクト－サンスク町をパイロッ
ト地域として

保健・医療 46,348

タイ・
マレーシア 2015年度 地域活性化特別枠

フードバレーとかちを通じた地域ブランドとハ
ラル対応による産業活性化および中小企業振興
プロジェクト

商業経営 48,170

ミャンマー
2015年度第1回 パートナー型

貧困地域における雇用促進のための労働集約型
簡易舗装工事の自立事業化支援事業

道路 24,000

2015年度第1回 パートナー型 障がい者の就労支援体制強化事業 社会福祉 49,940

2015年度第2回 パートナー型
ミャンマー連邦共和国 バゴー地域チャウチー・
タウンシップにおける妊産婦と新生児のための
保健サービス強化支援事業

保健・医療 78,250

2015年度 地域活性化特別枠 ヤンゴン市道路排水能力改善事業 下水道 46,454
モンゴル 2015年度 支援型 モンゴル障害児療育支援事業 社会福祉 1,000

2015年度 地域活性化特別枠 ウランバートル市送配水機能改善協力事業 上水道 43,000

2015年度 地域活性化特別枠
農産物等の流通改善および土壌改良による農業
者の収益向上事業

農業一般 60,000

2015年度 地域活性化特別枠 ドルノゴビ県の下水道運営能力向上プロジェクト 下水道 17,416

ラオス 2015年度第1回 パートナー型 ラオス障害者スポーツ普及促進プロジェクト 社会福祉 99,993

2015年度 支援型 モンゴル障害児療育支援事業 社会福祉 1,000

2015年度 地域活性化特別枠
水道公社における浄水場運転・維持管理能力向
上支援事業

上水道 48,763

2015年度 地域活性化特別枠
首都ビエンチャン市における市民協働型廃棄物
有効利用システム構築支援事業

都市衛生 59,500

2015年度 地域活性化特別枠
香川らしい国際協力プロジェクト「ラオスうち
わ産業振興支援プログラム（フェーズ2）」

林業加工 47,677

（単位：千円）
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国・地域名 採択年度・回 事業形態 案件名 分 野 事業提案額
東ティモール

2015年度 地域活性化特別枠
「ゴミを宝に！環の町芳賀モデル」を東ティモー
ルヴィケケ市へ～循環型社会・循環型農業のシ
ステム構築及び技術協力事業～

農業一般 49,903

南アジア地域
ブータン 2015年度第2回 パートナー型 ブータン西部キノコ生産農家の生活向上プロジェクト 農業一般 56,261

2015年度 支援型
ブータン王国における地域循環型有機農業によ
る地域創生事業

農業一般 10,000

2015年度 地域活性化特別枠
リンゴの生産、生産性および加工改善のための
人材育成と新規技術導入

農業一般 59,988

インド
2015年度 支援型

インドの農村地域における糖尿病予防及び改善
のための巡回指導プロジェクト

保健・医療 10,000

ネパール 2015年度 支援型 女性教師養成制度の構築を目ざすプロジェクト 教育 9,997

2015年度 支援型
教職員を対象とした持続可能な防災教育人材育
成と教材開発に向けた研修

その他 9,929

2015年度 支援型
障害当事者による震災被災障害者のエンパワメ
ントと主流化

社会福祉 10,000

2015年度 支援型 農業高校のカリキュラム改善プロジェクト 高等教育 9,968
バングラデシュ

2015年度第1回 パートナー型
バングラデシュにおける都市部のコミュニティ
防災力向上支援事業

公益事業一般 49,889

2015年度第2回 パートナー型
防災管理委員会（DMC）の能力強化と学校での
防災教育を通じたサイクロン常襲地における実
践的な自助・共助・公助の仕組みづくり

その他 85,437

2015年度 支援型
地域コミュニティ参加による持続可能な大豆入
り学校給食モデルの確立と、バングラデシュ政
府の学校給食事業との連携・協力

その他 10,000

2015年度 支援型
口腔衛生指導専門医による地域住民の健康増進
事業

基礎保健 9,994

中央アジア・コーカサス地域
キルギス共和国

2015年度第2回 パートナー型
キルギス共和国における有機農業の普及拡大と
有機農産物の高付加価値化プロジェクト

農業一般 62,151

大洋州地域
バヌアツ 2015年度第2回 パートナー型 タンナ島における在来建設技術の高度化支援 建築住宅 38,861

ミクロネシア 2015年度 支援型 環境保全を通じた生活改善プロジェクト 環境問題 10,000
中東・北アフリカ地域
トルコ

2015年度 地域活性化特別枠
イズミル市におけるリスク管理に基づいた下水
道管路更新能力向上

その他 54,373

サブサハラ・アフリカ地域
ウガンダ 2015年度第1回 パートナー型 ムバララ県安全な牛乳生産支援プロジェクト 家畜衛生 51,225
ガーナ

2015年度第2回 パートナー型
地域と保健施設をつなぐ母子継続ケア強化プロ
ジェクト

保健・医療 89,711

ザンビア
2015年度第2回 パートナー型

ザンビア共和国北西部州元難民現地統合対象地
域における水衛生管理を通じたコミュニティの
基盤づくり

その他 72,099

セネガル
2015年度第2回 パートナー型

地域資源の循環による農村コミュニティ生計向
上プロジェクト～農村青年層のための「ファー
マーズ・スクール」

農業一般 50,767

タンザニア
2015年度第1回 パートナー型

女性リーダー育成のための理数科目強化と全人
教育のモデル校開設プロジェクト

教育 48,009

2015年度第2回 パートナー型
タンザニア東部ウルグル山域におけるバニラ産
地の形成と生計向上

農業一般 49,953

南アフリカ共
和国

2015年度第1回 パートナー型
アクセシブルなまちづくりを通した障害者自立
生活センターの能力構築

社会福祉 58,120

2015年度第2回 パートナー型 有機農業塾を拠点とした農村作り 農業一般 38,097

（単位：千円）
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国・地域名 採択年度・回 事業形態 案件名 分 野 事業提案額
ケニア

2015年度 支援型
ケニア国エンブ郡マニヤッタ市における環境教
育人材育成事業

環境問題 9,993

2015年度 支援型
ケニア国における医療検査診断技術向上及び障
害福祉援助プロジェクト

保健・医療 10,000

ザンビア

2015年度 地域活性化特別枠

丸森町の在来技術を活用した小規模農家の食糧
の安定利用強化プロジェクト－ザンビア国ルサ
カ州 売る農業・食べる農業 明るい農村プロ
ジェクト－

農業一般 59,623

中南米地域
コスタリカ 2015年度第1回 パートナー型 生活改善アプローチによる農村開発モデル事業 農業一般 66,725
パラグアイ

2015年度第2回 パートナー型
パラグアリ県ラ・コルメナ市を拠点とした農村
女性生活改善プロジェクト：日系社会・横浜・パ
ラグアイでともに夢を紡ぐ

農産加工 78,098

2015年度第2回 パートナー型
東部地域・酪農振興のための農業研修拠点の形
成と人材育成支援

家畜衛生 99,737

ブラジル
2015年度 支援型

PIPA自閉症児療育学級への支援を通じた療育及
び職業訓練プロジェクト

社会福祉 9,970

2015年度 支援型
ブラジルセアラ州アラカチ市における人材育成
を通じた地域子育て支援プロジェクト

その他 9,996

欧州地域
セルビア

2015年度 支援型
セルビア共和国スメデレボ市実施対象校の教員
に対する難民児童への「心のケア」支援事業

社会福祉 9,998

計31か国 ／ 88件 3,562,922

（単位：千円）
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省 庁 事業名（金額） 事業概要

外務省

草の根・人間の安全保障
無償資金協力

（9,102）

開発途上国においてNGO（ローカルNGOおよび国際NGO)、地方公共団
体等が実施する人間の安全保障の理念を踏まえた比較的小規模な草の根
レベルの事業に対し、必要な資金を供与する無償資金協力。

日本NGO連携無償資金協力
（3,778）

日本のNGOが開発途上国・地域で実施する経済社会開発協力プロジェ
クトに対して資金供与を行うもの。

NGO事業補助金
（16）

開発途上国においてNGOが実施する開発協力事業に関連し、NGOが行
うプロジェクト企画調査、プロジェクト評価および国内外において実施
する研修会、講習等、NGOの事業促進に資する活動の支援を行う。

NGO活動環境整備事業
（122）

日本のNGOの事業実施能力や専門性の向上につながる活動に対して支
援を行う。

文部科学省
政府開発援助ユネスコ活動
費補助金

（10）

ユネスコ活動の推進を目的としたNGO等民間団体に対して、アジア・
太平洋地域等における開発途上国の教育、科学又は文化の普及・発展の
ための交流・協力事業を支援する。

図表 24 各省庁のNGO関連事業概要と実績

2015年度 （単位：百万円）
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2 事業の概要

① 日本NGO連携無償資金協力

1．事業の開始時期・経緯・目的
●開始時期

2002年度に「日本NGO支援無償資金協力」として創

設。2007年度に「日本NGO連携無償資金協力」に改称。

●経緯・目的

政府開発援助による日本のNGO支援強化のため、従

来のNGO支援スキーム（NGO事業補助金の現地事業部

分、草の根無償資金協力のうちの日本のNGOを対象と

していた部分、および日本のNGOに対して実施されて

きたNGO緊急活動支援無償）を整理し、発展・強化す

る目的で創設された。

2．事業の仕組み
●概 要

日本の国際協力NGOが開発途上国・地域で実施する

経済・社会開発および人道支援事業に対して政府資金を

提供する制度。具体的には、次の7つの事業分野からなる。

⑴ 開発協力事業

日本NGO連携無償資金協力の基本事業形態（供与

限度額原則5,000万円）。ただし、申請団体の過去2年

間の総収入実績の平均を大きく超える資金協力は原則

として行わない。

⑵ NGOパートナーシップ事業

日本のNGOが他のNGOと連携・協働して実施する

経済社会開発協力事業に対し資金協力を行う（供与限

度額は前述⑴ 開発協力事業と同様）。

⑶ リサイクル物資輸送事業

消防車、救急車、学校用机等の良質の中古物資を日

本のNGOが受け取り、開発途上国・地域へ配布・贈

与する際の輸送費等に対し資金協力を行う（供与限度

額1,000万円）。

⑷ 災害等復旧・復興支援事業

大規模な武力紛争や自然災害等に伴う難民・避難民

等に対して日本のNGOが実施する人道的支援や復

旧・復興支援事業への資金協力を行う（供与限度額

1億円）。

⑸ 地雷・不発弾関係事業

日本のNGOが行う地雷・不発弾除去、犠牲者支援、

地雷回避教育等の対人地雷関連の活動に対して資金を

提供する（供与限度額1億円）。

⑹ マイクロクレジット原資事業

現地でマイクロクレジットの実績を持つ日本の

NGOが貧困層の人々に対し少額・無担保の貸付を行

う場合、原資となる資金を提供する（供与限度額2,000

万円）。

⑺ 平和構築事業

日本のNGOが行う元兵士の社会復帰（DDR）や和

解、相互信頼醸成事業等に対し資金協力を行う（供与

限度額は開発協力事業と同様）。

ただし、次の「国際協力における重点課題」に該当

する事業の場合には、12か月を超える事業期間（最

長3年）、1億円を超える供与限度額（1年当たり最大

1億円をめど）、一般管理費の計上が認められる。

（国際協力における重点課題）

①アジアにおける貧困削減に資する事業（社会・経済基

盤開発、保健・医療、教育を含む）
とうしょ ぜいじゃく

②小島嶼国における脆弱性の克服に対する支援

③アフリカにおける「質の高い成長」や「人間の安全保

障」の推進に資する事業

④中東・北アフリカの生活向上・改革支援

⑤平和構築事業（特にフィリピン、ミャンマー、アフガ

ニスタン、ケニア、南スーダン）

⑥地雷・不発弾関係事業

●審査・決定プロセス

外務省民間援助連携室に事前相談の上で、同室に対し

て申請を行う。申請受付（受理）（平成28年度は8月締

め切り）の後、申請団体の適格性、事業の必要性・内容、

外交上・治安上の問題点、住民への援助効果、事業の持

続発展性、事業計画、実施手法、積算根拠の妥当性等に

ついて、外部審査機関、在外公館による審査を踏まえて

外務省本省にて案件の採否を決定する。

●決定後の案件実施の仕組み

案件の採択が決定されると、原則として在外公館と

NGOとの間で贈与契約（G/C）を締結し、在外公館から

NGOに対し支援資金を支払う。NGOは事業の実施中お

よび実施後、中間報告書および完了報告書を在外公館

（あるいは外務省本省）に提出する。在外公館は必要に

応じ事業のモニタリングを行う。
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地 域 件 数 金 額 構成比（％）
アジア 60 2,201 58
中東・北アフリカ 9 431 12
サブサハラ・アフリカ 23 919 24
中南米 3 100 3
大洋州 1 90 2
欧州・中央アジア 1 38 1

合計 97 3,779 100

（贈与契約ベース、単位：百万円）

＊ 四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。

分 野 件 数 金 額 構成比（％）
教育・人づくり 26 960 25
保健・医療 24 818 22
農林業 15 509 14
地雷・不発弾関連 4 330 9
水 6 349 9
平和構築 3 203 5
通信・運輸 5 115 3
防災 7 269 7
その他 7 226 6

合計 97 3,779 100

（贈与契約ベース、単位：百万円）

＊ 四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。

3．最近の活動内容
●概 要

2015年度の実績は、実施国数34か国1地域、実施件数

97件、総額約38億円であった（その他、ジャパン・プ

ラットフォームによる緊急人道支援等に対して約62億

円の拠出実績がある）。地域別に見るとアジアにおける

協力が実施件数・金額ともに最も多く、総実施件数・金

額の半分以上を占めている（60件、約22億円）。分野別

の実施件数・金額は、教育・人づくり、保健・医療が多

く、この両分野が全体の半分近くとなっている。

●地域別実績（2015年度）

●分野別実績（2015年度）

② 草の根技術協力事業

1．事業の開始時期・経緯・目的
●開始時期

2002年度、「草の根技術協力事業」として創設した。

●経緯・目的

1997年および1999年に発足した「開発福祉支援事業」、

「開発パートナー事業」、および「小規模開発パートナー

事業」を2002年度に整理・統合した。

国際協力機構法第13条第1項第4号7におけるJICAによ

る国民等の協力活動の促進および助長のための事業との

規程を踏まえ、以下を事業目的としている。

・市民の力による開発への貢献の、質・量両面におけ

る拡大

・途上国や日本の地域の課題解決への理解・参加の促進

2．事業の仕組み
●概 要

草の根技術協力事業には、団体の規模や種類に応じ

て、次の3つのメニューがある。

⑴ 草の根パートナー型

開発途上国への支援について、一定の実績がある

NGOや大学などの団体が、これまでの活動を通じて

蓄積した経験や技術に基づいて提案する国際協力活動

を支援するもの。事業規模は5年以内で1億円以内。

⑵ 草の根協力支援型

開発途上国への支援実績が少ないものの、団体のア

イデアや国内での活動実績を活かしてNGO等の団体

が行う国際協力活動を支援するもの。事業規模は3年

以内で1,000万円以内。

⑶ 地域提案型

地方自治体からの事業提案によって、日本の地域社

会が持つノウハウ・経験を活かしながら、開発途上国

での技術指導や現地からの研修員の受入れを通して、

開発途上国の人々や地域の発展に貢献する協力活動を

支援するもの。事業規模は3年以内で3,000万円以内。

（※なお、2012、2013、2014および2015年度につい

ては補正予算募集として「地域経済活性化特別枠

（2012年度）」「地域活性化特別枠（2013、2014およ

び2015年度）」に包含、3年間で6,000万円上限で募集

し、地域提案型としての応募・実施はなし。）
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●審査・決定プロセス

⑴ 草の根パートナー型

事業提案書をJICA国内機関で受け付けて、JICA内審

査部署、外部有識者等からの審査コメントおよび法定

協議を踏まえ、年2回選考を実施。

⑵ 草の根協力支援型

事業提案書をJICA国内機関で受け付け、JICA内審査

部署、外部有識者等からの審査コメントおよび法定協

議を踏まえ、年2回選考を実施。

⑶ 地域提案型

事業提案をJICA国内機関で受け付け、JICA内審査部

署、外部有識者等からの審査コメントおよび法定協議

を踏まえ、年1回選考を実施。

●決定後の案件実施の仕組み

草の根技術協力事業では提案案件が正式に採択とな

り、活動の実施に移るのは、協力対象国からその協力に

ついての了承が取り付けられ、提案団体と事業委託契約

が締結された時点となる。

3．最近の活動内容
⑴ 草の根パートナー型

2015年度は、95件実施（うち新規案件15件）。

⑵ 草の根協力支援型

2015年度は、23件実施（うち新規案件4件）。

⑶ 地域提案型

2015年度は、15件実施（うち新規案件0件）。

⑷ 地域経済活性化特別枠

2015年度は、58件実施（うち新規案件0件）。

⑸ 地域活性化特別枠

2015年度は、55件実施（うち新規案件32件）。

③ 国際開発協力関係民間公益団体補助金（NGO事業補助金）

1．事業の開始時期・経緯・目的
●開始時期

1989年度、NGO事業補助金として創設。

●経緯・目的

日本のNGOが開発途上国で実施する開発協力プロジェ

クトを支援するために1989年度に導入された。以後、

NGOプロジェクトを支援する主要な制度として長年に

わたり大きな役割を果たしてきたが、行政改革に伴う国

庫補助金の廃止・削減の一環として、開発協力事業のう

ち「事業促進支援」のみを引き続き実施することとし、

その他の支援については、2003年度に終了している。

2．事業の仕組み
●概 要

本補助金は、日本のNGOを対象に、海外における経

済社会開発事業に関連し、事業の形成や事業後の評価、

および国内外における研修会や講習会等に対し、その事

業費の一部を補助する制度である。

本補助金の1件当たりの交付額は、30万円以上200万

円以下とし、交付要綱に定める補助対象事業に基づき

NGOが申請した事業に対し、当該総事業費の2分の1以

下かつ交付要綱に定める補助対象経費の範囲で、交付額

が決定される。

本補助金は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号）」に基づき実施さ

れる。

補助対象事業は、次のとおりである。

⑴ プロジェクト調査事業

⑵ 国内における国際協力関連事業

⑶ 海外における国際協力関連事業

●審査・決定プロセス

毎年、年度当初に公募（外務省政府開発援助ホーム

ページ等に掲載）を開始し、応募締切までの間、随時補

助金申請の受付を行う。

本補助金の申請は、NGOから外務省国際協力局民間

援助連携室に対して事業計画書および添付書類等の提出

をもって行われ、申請事業は以下の諸条件等に基づく外

務省における審査を経て、採否が決定される。採択され

た団体は外務大臣（主管：国際協力局民間援助連携室）

に対して補助金交付申請書および添付書類等の提出を行

い、所要の審査を経て補助金の交付が決定される。

⑴ 補助対象団体

日本の国際開発協力関係民間公益団体（NGO）の

うち、次の要件を満たす団体。
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ア 開発途上国における開発協力事業を主な活動目的

とし、法人格を有する日本のNGO。

（登記上、法人本部の住所が日本国内にある特定非

営利活動法人（NPO法人）、公益社団・財団法人ま

たは一般社団・財団法人であること）

イ 団体として、補助金適正化法等に基づく事業を実

施し、管理する能力を有すること。

ウ 政治的、営利的および宗教的活動は類似の行為も

含めて一切行っていないこと。

⑵ 事業審査の基本的な考え方

ア 事業の実施を通じて、申請団体が開発途上国にお

いて行う草の根レベルの開発協力事業の効率性・効

果性を高めることができること。

イ 申請団体が十分な実施体制を有していること。

ウ 申請事業を行うことによって期待される効果が明

確であること。

エ 事業の実施に当たっては、ジェンダーの観点等に

配慮していること。

⑶ 事業実施期間

日本政府の当該会計年度内に終了することを要す

る。


